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教育公務員特例法及び教育職員免許法
の一部を改正する法律について

　令和４年５月 11 日、第 208 回通常国会において「教育
公務員特例法及び教育職員免許法の一部を改正する法律」
が成立しました。
　本改正の概要や施行に伴う教員免許状の取扱いについ
て紹介します。

1
本改正の趣旨

　グローバル化や情報化の進展により、社会の在り方が急
速に変化するとともに、教育を巡る状況そのものの変化も
スピード感を増しており、GIGA スクール構想など情報化
への対応や特別なニーズを有する児童生徒への対応の充
実などに適時・適切に対応することが求められています。
　また、平成 28 年の教育公務員特例法の改正以後、教
員の資質向上に関する指標に基づく教員研修計画により各
地域の課題やニーズに応じた計画的・体系的な研修が進
められています。また、新型コロナウイルス感染症への対
応も契機として、オンラインの活用が急速に広まっており、
地理的・時間的な制約を超え、機動的な研修の実施が可
能になってきています。
　令和３年 11 月15 日に中央教育審議会から示された「「令
和の日本型学校教育」を担う新たな教師の学びの姿の実
現に向けて（審議まとめ）」では、社会の変化やオンライ
ン化の進展等による研修環境の変化を受け、教師の学び
の姿も変化することが必要であると指摘されています。具
体的には、①教師自身が学校教育を取り巻く環境の変化を
前向きに受け止め、教職生涯を通じて、探究心を持ちつつ
主体的に学び続けること、②一人一人の教師の個性に即し
て、学校現場の課題に対応するための「個別最適な学び」、
③単なる知識技能の修得だけではなく、各学校において行
われる校内研修等の教師同士の学び合いなどを通じ、教師
としてふさわしい資質能力を身に付けられるような「協働

的な学び」などが求められています。
　このため、個々の学校現場や教師のニーズに即した新た
な研修システムによって、これからの時代に必要な教師の
学びを実現させることとともに、10 年に一回の更新講習
を義務付ける現行の教員免許更新制を発展的に解消するこ
ととしました。

2
本改正の概要

（１）研修記録の作成や資質の向上に関する　　
指導助言

　公立の小学校等（幼稚園、小学校、中学校、義務教育学校、
高等学校、中等教育学校、特別支援学校、幼保連携型認
定こども園）の校長及び教員の任命権者は、校長や教員ご
とに「研修に関する記録」を作成しなければならないこと
とするとともに、指導助言者は、校長及び教員に対し資質
の向上に関する指導助言等を行うものとしています。また、
指導助言等を行う際には、校長及び教員の資質の向上に
関する指標や教員研修計画を踏まえるとともに、当該記録
に係る情報を活用するものとしています。

（2）教員免許更新制に関する規定の削除
　普通免許状及び特別免許状を有効期間の定めがないも
のとし、更新制に関する規定を削除することとしています。
　併せて、令和４年７月１日に現に効力を有し、有効期間が
定められている普通免許状及び特別免許状について、施行
日以後は有効期間の定めがないものとする等の経過措置
を講じることとしています。

（3）その他
　普通免許状を有する者が他の学校種の普通免許状の授
与を受けようとする場合（教育職員免許法別表第８による

特 集 法律概要等
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総合教育政策局教育⼈材政策課

授与）に、必要な最低在職年数に含めることができる勤務
経験の対象を拡大することとしています。
　また、主として社会人を対象とする教職特別課程につい
て、その修業年限を１年から１年以上に弾力化することとし
ています。

（4）施行日
　（２）、（３）の施行日は令和４年７月１日、（１）については
令和５年４月１日です。

3
今後に向けて

（１）教師の質の向上について
　今後は、本改正内容を踏まえ、個々の学校現場や教師
のニーズに即した新たな研修システムを整備することで、
教師の質の向上に取り組んでまいります。
　また、今回の法改正に伴い、文部科学大臣が定める資質
向上に関する「指針」の改正や、それに基づく「ガイドラ
イン」を新たに策定することを予定しております。この中で
は、①学習指導・生徒指導等に加え、特別な配慮・支援が
必要な子供への対応、ICT・データ利活用等を資質能力の
柱として明記するほか、②研修等に関する記録の内容や校
長による指導助言等の方法などを定めることを予定しており
ますが、今後、関係者・関係団体の御意見などを踏まえつつ、
中央教育審議会での専門的な検討を経た上で、本年夏には
具体的な内容を示せるよう、検討していきます。

（2）今後の免許状の取扱い
　教員免許更新制の発展的解消に伴い、施行日である令
和４年７月１日より、休眠状態のものも含め、現に有効な教
員免許状については、新免許状（※１）、旧免許状（※２）
のいずれについても、手続なく有効期間のない免許状とな
ります。
　また、本法の施行日前に、更新を行わなかったことによ
り教員免許状が失効している場合、教員免許状の授与に必
要な単位の修得状況等を証明し、都道府県教育委員会に
申請することで、再授与を受けることが基本的に可能です。
文部科学省としても、再授与手続の簡素化に向け都道府
県教育委員会と調整中ですが、具体的な手続については、
各都道府県教育委員会にお問い合わせください。

 （注釈）  
※１ 新免許状とは、更新制導入後（平成 21 年４月以降）に

初めて免許状を授与された方の免許状のことです。新免許

状には 10 年間の有効期間が定められており、有効期間の

満了までの２年２か月以内に免許状更新講習を受講・修了

し、免許管理者に申請して有効期間を更新する必要があり

ます。有効期間の満了の日を超過した場合、現職教員か否

かにかかわらず、免許状は「失効」します。

※２ 旧免許状とは、更新制導入前（平成 21 年３月 31 日）

に初めて免許状を授与された方の免許状のことです。（旧

免許状を保有している方が、平成 21 年４月以降に別の学

校種・教科等の免許状を取得した場合には、当該免許状も

含めて「旧免許状」の保有者になります。（この場合、修

了確認期限は自動的に延期されるわけではなく、修了確認
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期限の延期申請手続を経る必要があります。）

　　旧免許状には、有効期間の定めはありませんが、旧免許

状を持って勤めている現職教員には、各自の生年月日等に

対応した修了確認期限前の２年２か月以内に免許状更新講

習を受講・修了し、免許管理者に申請して更新講習修了確

認を受ける義務が課されています。

　　そのため、修了確認期限を超過した現職教員の免許状は

「失効」しますが、修了確認期限を迎えた時点で現職教員

でなかった場合は「失効」せず「休眠（当該旧免許状の

効力が一時的に停止した状態）」となります。
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［調査・統計］

　我が国の国際的諸活動の進展に伴い、現在、約 3 万 4
千人の子供たちが、海外の日本人学校等の在外教育施設
で学んでいます。海外で暮らす子供たちが日本国民として
ふさわしい教育を受けられるよう、文部科学省では、在外
教育施設に対して、現職派遣教師、シニア派遣教師、プレ
派遣教師を派遣しています。グローバル化が進展するなか、
在外教育施設への教師派遣を通じて、グローバル社会に
対応できる教師を育成し、帰国後の国内での活躍を促進し
ていくことも重要になっています。
　 そ こ で、 エ ビ デ ン ス に 基 づ く政 策 立 案（EBPM: 
Evidence-Based Policy Making）を推進する総務省と
の実証的共同研究の一環として、在外教育施設への派遣
経験が教師の資質・能力等にどのような効果を与えるかを
実証的に研究しました（委託先は三菱 UFJリサーチ＆コン
サルティング株式会社。）。本調査により、在外教育施設へ
の派遣経験が、多文化・多言語環境における指導能力やカ
リキュラム・マネジメント能力など、教師の資質・能力の
向上に繋がるエビデンスが示されました。
※調査本体は以下の URL から御覧ください（総務省ホー
ムページ上に掲載）。
報告書概要：
https://www.soumu.go.jp/main_content/000809688.pdf
報告書本体：
https://www.soumu.go.jp/main_content/000809689.pdf

１　調査設計

　本調査では、まず、在外教育施設への派遣の政策効果
について、ロジックモデル（図１）を用いて整理しました。
これにより、在外教育施設への派遣により向上する資質・
能力として、①カリキュラム・マネジメント能力、②学校の
管理・運営能力、③多文化・多言語環境における指導能
力の３つを想定しました。

　また、派遣効果の多寡には、派遣された地域・学校環
境の違いや、派遣中の働きかけ、派遣を踏まえた帰国後
の人事配置なども、その後の資質・能力の向上に大きな
影響を与えると考えられます。
　本調査では、これらの問題意識に基づいて、在外教育施
設への派遣によって教師の資質・能力が高まるかを、教師
向けアンケート調査、管理職向けアンケート調査、派遣教
師及び派遣元教育委員会へのヒアリング調査によって多面
的に検証しました。

2　調査結果

（１）教師向けアンケート調査
　教師向けアンケート調査では、在外派遣を経験した教
師（派遣教師）だけでなく、派遣を経験したことのない教
師（非派遣教師）についても調査対象としました。それぞ
れ 2 時点（現在（2021 年度）と 10 年前（2011 年度））
における状況を質問しました。（図２）
　その結果、在外教育施設への派遣により教師の資質・
能力が高まる傾向が確認されました。具体的には、2011 
年度以降に派遣を経験した教師と派遣経験のない教師を比
較した場合、派遣教師のほうが 10 年間での多文化・多言
語環境における指導能力の伸び幅は 10 段階評価で 0.67
～ 1.06 ポイント大きく、カリキュラム・マネジメント能力
についても伸び幅が 0.33 ～ 0.47 ポイント大きいことが
示されました。（図２）
　また、年齢層別に効果の差異を確認すると、現在の年齢
が 30・40 歳代の教師については、カリキュラム・マネジ
メント能力の伸びが大きく見られるのに対して、50 歳代の
場合、学校の管理・運営能力の伸びが大きく、 派遣先での
役割や帰国後の業務経験に応じて成長する資質・能力に違
いがある可能性が示唆されました。
　さらに、派遣先の環境による効果の違いとして、以下の

在外教育施設に派遣された教師に係る
派遣効果に関する調査・分析

総合教育政策局国際教育課

［調査・統計］◆資料◆

https://www.soumu.go.jp/main_content/000809688.pdf
https://www.soumu.go.jp/ main_content/000809688.pdf 
https://www.soumu.go.jp/main_content/000809689.pdf
https://www.soumu.go.jp/ main_content/000809689.pdf 
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［調査・統計］

ような結果が見られました。
• 教職員の不足があると認識されている場合や、現地の文

化や習慣に戸惑う経験が多い場合、全体として派遣効果
が小さくなる傾向が見られた。

• 派遣中に教育委員会と生活状況等についてコミュニケー
ションをとる機会があると派遣効果が高まる傾向が見ら
れ、派遣中の不安を軽減するようなコミュニケーション
によって派遣効果が高まる可能性が示唆された。

• 教育委員会と帰国後に必要な支援についてコミュニケー
ションをとる機会があると派遣効果が大きく高まる傾向
があり、派遣経験を生かせる環境整備の重要性が示さ
れた。

（2）管理職向けアンケート調査
　教師向けアンケート調査の結果はあくまで教師本人の自
己評価であるため、第三者の視点でも同様の結果が得られ
るかを確認するため、在外教育施設に派遣された経験のあ
る教師が所属する学校の管理職（校長、副校長、教頭の
うち 1 名）を対象に web アンケート調査を実施しました。
　調査の結果、派遣経験のある教師と派遣経験のない同
年代の教師を比較した場合、68.9 ～ 84.5% は派遣経験
のある教師のほうが多文化・多言語環境における指導能
力が高く、カリキュラム・マネジメント能力についても、
72.7 ～ 74.8% は派遣教師のほうが高いと評価しているこ
とが明らかになり、教師向けアンケート調査と整合的な傾
向が示されました。

（3）派遣教師及び派遣元教育委員会へのヒアリング
　アンケート調査による定量的な効果把握のみでなく、在
外教育施設への派遣経験を教師本人や派遣自治体はどの
ように認識したか等を定性的に把握し、在外教育施設へ
の教師派遣が効果を発揮するメカニズムを明らかにするた
め、在外教育施設への派遣経験を有する教師及び教育委
員会へヒアリング調査を行いました。（図３）
　調査の結果、派遣における次のような活動・経験が効果
的だったのではないかという意見を得ました。
① カリキュラム・マネジメント能力

• 派遣先には各都道府県等から派遣された教師がおり、他
地域での指導方法を学ぶ機会が多い。

• 日本の教科書が、派遣国・地域の文化や気候の違いによっ

てはそのまま使えないことも多く、現地の状況に応じて
授業内容をアレンジする必要がある。

② 学校の管理運営・能力

•  日本国内では、学校が倒産するという状況は考えにくい
が、日本人学校等の児童生徒・保護者には現地校に通う
という選択肢もあり、学校経営について考える機会が多
かったため、学費に見合うものを提供しなくてはならな
いという意識が強まった。

• 国内と比較して、若くても生徒指導担当や教務主任など
の役職を経験する機会が多い。

③ 多文化・多言語環境における指導能力

•  日本人学校には、日本国内から来る児童生徒もいれば、
日本以外で生まれ育った児童生徒もおり、多様なバック
グラウンドを持つ子供たちを担当する機会がある。

• 教師自らが海外で居住者として過ごす中で、日常生活に
おいても、母語でない環境で学ぶことの大変さや、日本
の当たり前が海外でも当たり前でないこと等を体感する
機会がある。

３　示唆

　本調査によって、在外教育施設への派遣経験が、多文化・
多言語環境における指導能力やカリキュラム・マネジメント
能力など、教師の資質・能力の向上に繋がるエビデンスが
示されました。その中でも特に、多文化・多言語環境にお
ける指導能力が顕著に向上することが示されました。この
ことは、派遣経験者が外国人児童生徒等への指導の場面
などで活躍できる可能性を強く示唆しています。近年、日
本語指導が必要な児童生徒を含め、外国人児童生徒等が
顕著に増加しており、特定の地域への集住化がある一方で、
散在化の傾向も強まっています。こうした中、より多くの
地域において多文化・多言語環境における指導能力の高
い教師の育成が急務となっていきます。このことを踏まえ
ると、各教育委員会にとって、所属教師の在外教育施設へ
の派遣がその一助となると考えられます。
　一方で、本調査を通じて、今後改善すべき課題も散見さ
れました。例えば、調査に回答した派遣教師の 7 割程度が
男性であり、直近では女性の派遣がやや増加している傾向
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は読み取れるものの、過去の教師派遣の対象が男性に偏っ
ていた可能性が示唆されました。これについては、派遣
教師の募集において、2012 年度の募集で撤廃するまで、
既婚者にあっては原則として配偶者を同伴すること、とい
う要件を設けていたことが影響していると考えられます。
現在では、単身又は子供のみ同伴する派遣教師も増えて
いるほか、文部科学省としても、「夫婦派遣枠」（近隣の在
外教育施設や大規模校に派遣教師としての資格を持つ夫婦
を同時に派遣）を設け、教師派遣に関するジェンダー格差
の解消に向けた環境整備に取り組んでいます。

　また、ヒアリング調査等を通じて、派遣経験者が国内で
その経験を十分に発揮できていないケースもあることが示
唆されました。外国人児童生徒等への指導のみならず、普
段の授業運営におけるカリキュラム・マネジメントや、ESD
や SDGｓの学習など、派遣経験者がその経験を生かすこ
とができる機会は多くあります。文部科学省としても、派
遣経験者の活躍の場の拡大に繋がるよう、本調査の結果
の積極的な広報等に取り組んでまいります。各教育委員会
においても引き続き御協力をお願いします。

多文化・多言語環境における
多様な指導経験、組織運営
経験、生活経験の蓄積

インプット アクティビティ・
アウトプット 初期アウトカム 中間アウトカム 最終アウトカム

予算の投入

教師の募集・派遣

多様な文化的・言語的背
景を含め、児童生徒の個
性や特性を尊重する学校
づくりや地域づくりをけん引
できる高い資質能力を有

する教師の増加

現地の児童・生徒の
学力・関心等の向上

カリキュラム・マネジメント能力
の向上

多文化・多言語環境における
指導能力の向上

学校の管理・運営能力の向上

派遣経験に応じた人事
配置（人事プロセス）

在外教育施設への派
遣・職能開発実施

派遣された地域・
学校環境の違い

調査項目 調査対象・目的 具体的な内容

①教師向けアンケート調査

 在外教育施設に派遣された教師及び派遣経
験のない教師の双方を対象とする。

 在外派遣が前頁の中間アウトカムにどのような
影響を与えるかを分析する。

 過去と現在のカリキュラム・マネジメント能力、学
校の管理・運営能力、多文化・多言語環境にお
ける指導能力等を把握する。

 差の差分析を用いることによって、経時的な変化
と切り分けた派遣効果を測定する。

②管理職向けアンケート調査

 派遣経験のある教師が在籍する学校の校長・
副校長・教頭を対象とする。

 ①調査の結果の妥当性を検討するため、第三
者の視点から派遣経験のある教師の資質・能
力の高低を把握する。

 ①調査と同様の内容について、管理職の視点か
ら、派遣経験のある教師と同年代の派遣経験の
ない教師を比較した評価を把握する。

③在外教育施設派遣教師
及び教育委員会への
ヒアリング調査

 派遣経験のある教師や教育委員会を対象とす
る。

 ①調査や②調査で明らかになった分析結果の
妥当性や、アンケート調査では把握しきれない
具体的な活動内容、効果が発現するメカニズム
を調査する。

 どのような経験・活動がアウトカムの向上につな
がっているか、派遣経験がどのような場面で生かさ
れているか、派遣事業の改善点等を調査する。

図１ 調査設計

（２）調査項目

（１）ロジックモデル
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図２ 教師向けアンケート調査（その２）
（３）調査結果

※ 信頼区間の計算に用いた標準誤差は不均一分散に対して頑健な標準誤差である。***, **, * はそれぞれ1, 5, 10%水準で統計的に有意であることを表す。

◼ グラフ中の点は、非派遣教師に対して派遣教師の伸びがどの程度大きいかを表す。
◼ 多文化・多言語環境における指導能力に関する効果が0.67～1.06ポイントと最も大きく、カリキュラム・マネジメント能力につい

ても0.33～0.47ポイントの有意に正の効果が確認された。学校の管理・運営能力も一部の項目は有意に正の効果が見られた。

①
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
・

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

②
学
校
の
管
理
・
運
理

③
多
文
化
・
多
言
語
環
境
の
指
導

図２ 教師向けアンケート調査（その１）

（２）主な調査項目

（１）調査概要

調査対象者

◼ 小学校、中学校、義務教育学校、中等教育学校前期課程に所属する勤務経験10年以上の教師
⚫ 派遣経験のある教師：全学校が対象
⚫ 派遣経験のない教師：都道府県・政令指定都市別に割付を行ったうえで、5%抽出された学校が対象

※各アウトカムについて、10年前と現在の状況を質問するため、経験年数10年以上とした。
※働き方改革の観点から、調査対象者を絞る必要があり、派遣経験のない教師は5%抽出を行った。

調査時期 ◼ 2021年12月13日～2022年1月17日

調査方法 ◼ 任意回答、匿名のWebアンケート調査

回収数 ◼ 4,765名（うち派遣教師は1,818名）

◼ 各設問について、１（あてはまらない）～10（あてはまる）の10段階で、調査時点（2021年度）と10年前（2011年度）の状況を質問

カリキュラム・
マネジメント
能力

• 児童生徒や地域の実態を踏まえつつ、育成すべき資質・能力を念頭に置いた指導計画を作成し、効果的な指導を行うことができる。
• 指導の実施後に児童生徒の姿や地域の実態を再評価し、指導計画や指導法を柔軟に見直すことができる。
• 指導計画や教育課程表の作成・協議に当たって他の教科や学校目標との効果的な連携を常に意識している。
• 指導計画の作成・評価・改善の際に、学校全体での協議や地域連携等を通じた学校資源の活用が重要だと考えている。

学校の管理
・運営能力

• ①担当する校務分掌での重要な役割を担い、他の教員に対し適切な助言や支援を行うことができる。
• ②学校組織における中心的な役割を担うとともに、教員の指導力・対応力の向上に対して適切に指導・助言を行うことができる。
• ③学校の課題を発見し、上司等に対して問題提起や対応策の提案を行い、解決につなげることができる。
• ④教育活動の改善に向け、保護者や地域、外部機関と協働を行うことができる。
• ⑤学校に対する保護者等からの要望や苦情等に対し、円滑かつ迅速な対応を図り、解決することができる。
• ⑥学校の管理職には①～⑤ができる能力が必要だと考えている。

多文化・
多言語
環境における
指導能力

• ①児童生徒の文化的な多様性に適応させた指導をする能力がある。
• ②児童生徒間の文化的な違いへの意識向上や差別解消方法に関する指導をする能力がある。
• ③地球規模課題を取り入れた指導及び学習の実践を導入することができる。
• ④文化的背景が異なる保護者・地域住民とのコミュニケーションを円滑にとることができる。
• ⑤文化的背景に限らず、児童生徒や保護者が多様な価値観や背景を持っていることを踏まえて対応できる。
• ⑥学級の運営において、①～⑤を実践できるよう常に意識している。
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図３ ヒアリング調査

 在外教育施設への派遣によって、カリキュラム・マネジメント能力や学校の管理・運営能力、多文化・多言語環境における指導
能力が高まるメカニズムとして、以下のような活動・経験が効果的だったのではないかという意見を得た。

資質・能力 効果的だったと考えられる活動・経験

カリキュラム・マネジメント能力  派遣先には各都道府県等から派遣された教師がおり、他地域での指導方法を学ぶ機会が多い。
 日本の教科書が、派遣国・地域の文化や気候の違いによってはそのまま使えないことも多く、現地の状況に
応じて授業内容をアレンジする必要がある。

学校の管理・運営能力  日本国内では、学校が倒産するという状況は考えにくいが、日本人学校等の児童生徒・保護者には現地
校に通うという選択肢もあり、学校経営について考える機会が多かったため、学費に見合うものを提供しなく
てはならないという意識が強まった。

 国内と比較して、若くても生徒指導担当や教務主任などの役職を経験する機会が多い。

多文化・多言語環境における
指導能力

 日本人学校には、日本国内から来る児童生徒もいれば、日本以外で生まれ育った児童生徒もおり、多様
なバックグラウンドを持つ子供たちを担当する機会がある。

 教師自らが海外で居住者として過ごす中で、日常生活においても、母語でない環境で学ぶことの大変さや、
日本の当たり前が海外でも当たり前でないこと等を体感する機会がある。

課題 内容

国内の環境  国内で派遣経験のある教師を生かすノウハウがないケースも見られる。

教育委員会の事務負担  派遣中の教師の給料の計算は、途中で昇級や手当認定の変更等があり、負担が大きい。

 教師：８名（協力を承諾した教師のうち、派遣先地域、年齢、派遣に対する評価のバランスを考慮し、選定。）
 教育委員会：２自治体（調査協力が得られた自治体。近畿地方１自治体、関東地方１自治体。）

 派遣事業に関する改善点として、次のような意見を得た。

（１）調査対象者

（２）結果概要
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はじめに

　佐賀県教育委員会では、「特別の教科 道徳」で活用でき
る佐賀県版人権学習教材を、令和元年度に作成（令和３年
度に一部改訂）しました。この教材は、県内の小・中学校
の教室に設置されている電子黒板を活用するデジタル教材
で、発達段階に応じた１３の教材を収録しています。県が
作成する人権教材集としては、初めてのオリジナル教材で
す。

教材のパッケージ
キャラクターは、左からジンちゃん、ケンちゃん、はかせ

1．教材について

　教材は３人のキャラクターが登場し、数多くの映像や写真、
イラストがあり、楽しみながら意欲的に学べる構成になって
います。学習過程には「問い」の部分を設定しているので、
子どもたちに考え、議論させることができます。ワークシー
トに書いたり、グループで話し合ったりする時間を設定する
ことで、「主体的・対話的で深い学び」を目指しています。

キャラクターの登場場面（上）とワークシート（下）の一例

　また、より身近な学びとなるよう、佐賀県の地域性を前面
に出しています。実際にあった地域の昔の話や、県内に住
んでいる人々が登場し、映像を通じて子どもたちは多様な人
たちと出会うことができます。その中には、人権課題の解
決に向けて取り組み、ご自身の体験を語られる方や中学生、
高校生も登場します。県内で生きる人たちの生き方に学ぶこ
とで、人権問題を遠い他人事の問題としてではなく、より身
近に感じ、考えを深めることをねらいとしました。

中学２年生用教材「部落差別って何？」の一場面

佐賀県版人権教材の作成
～ジンちゃん ケンちゃんといっしょに学ぼう～

佐賀県教育委員会地方発！我が教育委員会の取組Series
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　さらに、教材には国際的な基準の人権知識を系統的に配
置するなど、教職員も児童生徒と一緒に学ぶことができる
内容となっています。
　小学校教材では普遍的な視点からのアプローチを、中学
校教材では、個別的な視点からのアプローチを行うつくりと
しています。中学校では、性差別の課題（男女共同参画）、
ＬＧＢＴs の課題、外国にルーツをもつ子どもたちの課題（多
文化共生）、部落差別の課題の４つの個別的な人権課題を
取り挙げています。

中学３年生用教「男女共同参画社会をめざして」の一場面（上下とも）

〈収録している教材コンテンツ〉
【小学校】
１年 どうすれば たのしくあそべるかな？
２年 おなじとちがい
３年 公平・不公平ってどういうこと？
４年 決めつけって何だろう？
５年 合理的はいりょってどういうこと？
５年 偏見って何だろう？
６年 よりよい社会をつくるために
６年 子どもの権利を学ぼう
【中学校】
１年 性の多様性
１年 いろいろな愛のカタチ・性のカタチ〈前編・後編〉
１年 違いを豊かさに
２年 部落差別って何？〈前編・後編〉
３年 男女共同参画社会をめざして

2．この教材を通した５つの学び

（1）「差別される⼈は、かわいそう」という認識の克服
　差別の厳しさを強調する授業は、子どもたちに「差別さ
れる人はかわいそう」という印象を植え付けることがありま
す。差別は確かに過酷な状況を生み出しますが、そんな状
況にあっても、当事者が立ち上がり声を上げ、社会をより
よく変えてきました。その現実に目を向けさせ、社会の一
員としてこれからの社会のあり方を考える力が付くことをね
らいとしました。

中学２年生用教材「部落差別って何？」の一場面

（2）自分の権利についての学び
　すべての教材に、「自分を大切に」というメッセージを込
めています。社会的弱者である「子ども」は、「大人」と
の関係で意見を聞いてもらえなかったり、何かを強制され
たり、体罰や虐待、暴力などにさらされたりすることも考
えられます。自分の権利が尊重されてこそ、他者の権利を
尊重しようという意識が生まれると考えています。

（3）差別と偏見についての学び
　世界的に見ると、「差別心」や「差別意識」は「偏見」
と表されるという考え方があります。偏見とは、ある集団
や個人に対して、客観的な根拠なしに抱かれる非好意的な
先入観や判断のことを言います。差別と偏見に対して、正
しく理解し、無自覚に差別に加担しないための力をつける
ことをねらいます。
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小学５年生用教材「偏見って何だろう？」の一場面

（4）「公平」についての学び
　「公平」とは、「みんな同じように扱うこと」というように
解釈されることがありますが、厳密には違うと考えます。「公
平」という概念には、結果の平等を促進するために、差別
を是正するという意味が含まれることにも教材の中では触
れています。
　合理的配慮についても同様です。障害者の権利条約は、

「障害は本人の機能的なものだけでなく、社会が作り出し
てきたものである」との認識から、障害者を取り巻く環境、
制度、人々の偏見が変わらなければならないという考え方
に転換してきました。すべての人が社会参加できるように、
個々に応じた調整や対応をすることを「合理的配慮」とい
うことが理解できるような教材のつくりになっています。

小学５年生用教材「合理的はいりょってどういうこと？」ワークシートの一部

小学１年生用教材　「どうすれば　たのしくあそべるかな？」の一場面

（5）社会に目を向けた問題解決力
　人権教育は「思いやりの教育」と言い換えられることが
あります。しかし、差別はやさしさや思いやりという心の問
題だけでは解決しないことがあります。人権についての概
念を学び、社会の仕組みや法律、制度、慣習、社会意識
について、多面的な視点から捉え、これからの社会のあり
方や自己の生き方を考えていくことが求められます。本教
材は、答えが一つではない社会の課題に対しても、多様な
考えを出し合うことで解決しようとする力をつけていくもの
となっています。

3．教材開発の背景　～おわりに～

　２０１８年度から小学校、２０１９年度から中学校で「特別の
教科 道徳」が本格実施となりました。教科化に伴い、道
徳科でも人権学習を充実させていくことが必要という学校
現場からの声が多く寄せられました。本県教育委員会では、
理論研究および道徳科の目標に合致する新たな教材が必
要という考えのもと、佐賀大学教育学部　松下一世教授（当
時）との共同研究を実施することにしました。その研究に
おいて、松下教授を筆頭に学校現場の先生方をメンバーと
した教材開発プロジェクトチームを立ち上げ、作成に至り
ました。
　この教材の活用を通して、児童生徒物事を広い視野から
多面的・多角的に考え、自己の生き方について考えを深め
ていく「考え、議論する道徳」が具現化できるものと考え
ています。全ての学校で、差別と偏見を無くすための人権
学習、人権尊重の大切さについて考える教育を推進し、本
県における人権・同和教育の実践を深化・発展させていき
たいと考えています。
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はじめに

　山形市は、平成３１年４月に中核市に移行し、令和２年１月
に周辺の５市６町と「山形連携中枢都市圏」を形成し、令和
３年１月に更に１市１町を加え、山形市を含めた７市７町によ
る圏域全体の経済成長のけん引や生活関連サービスの向上
を目指し、連携事業を実施していくこととしている。

（写真）連携協約締結式

　国内でも有数の米どころであるこの圏域においても、
年々米の消費量が減少しており、少子化の影響による児童・
生徒の減少に伴い、学校給食における米の消費量が減少し
ている状況下において、安全・安心な学校給食の提供と持
続可能な炊飯施設の整備を目指し、本市が連携する７市町
と進めてきた取組を紹介する。

1.学校給食における
米飯提供の現状と課題

　山形県内における学校給食用の米飯については、学校
給食に米飯が導入されて以降、自校式炊飯等の自治体を
除き、各自治体と山形県学校給食会が供給の契約を締結
し、山形県学校給食会から委託された炊飯工場が炊飯を
行い、直接、学校等に届けている。

（イメージ）学校給食用米穀の供給ルート
引用元：（公財）山形県学校給食会 https://yamagaku.or.jp

（1）異物混入による課題の顕在化
　平成 30 年 5 月、圏域内の小学校に届いた学校給食用
の米飯から金属片がみつかり、その後、周辺の市や町にお
いても金属片の混入が頻発し、保護者から不安な声が上が
る状況となった。
　原因としては、各炊飯工場における設備の老朽化であり、
早期の設備更新が必要な状況であったが、圏域内の炊飯

安全・安心な学校給食の提供と
持続可能な炊飯施設を目指して

～山形連携中枢都市圏の米消費拡大と少子化への対応～

⼭形県⼭形市教育委員会地方発！我が教育委員会の取組Series

https://yamagaku.or.jp 
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工場は、学校給食を事業主体とする事業者が多く、少子化
による食数減により売り上げが減少している中で、新たな
設備投資に踏み切ることが困難な状況にあった。
　また、多くの炊飯工場においては、設備の老朽化のほか、
後継者不足等の問題も抱えており、将来的に事業を継続し
ていくことが困難との判断から、廃業する炊飯工場が後を
絶たず、炊飯を行う事業者を確保していくことも難しい状
況にあった。
　これらの状況により、令和 2 年 1 月、本市に対し山形県
学校給食会、及び炊飯工場の事業者で組織する山形県学
校給食パン炊飯協会から新たな炊飯工場の建設について
の要望がなされた。

（2）課題解決のために
　令和 2 年 4 月、要望を受け検討した結果、次の理由に
より建設の検討を行うこととした。

【本市が整備する理由】
　・現行施設の設備老朽化への対応
　・児童生徒への安全・安心な米飯の安定的な提供
　・建設の早期実現
　・炊飯設備の統合によるスケールメリット
　・少子化対策として持続可能な仕組みの構築
　建設にあたっては、圏域内の各市や町においても設備の
更新と炊飯を行う事業者の確保は、共通の課題であること
から、山形市が中心となり、圏域内の各市町と共同で建設
する方向で検討することとした。

2．行政主体の施設整備 

　共同での建設を進めるにあたっては、圏域内の自校式炊
飯等の自治体を除いた 10 市町と正式な参加決定に向け、
費用負担等も含め協議していくこととした。

（1）連携事業として
　協議においては、山形市より費用負担等を含め検討内容
を提示し、各市町から検討いただく形で協議を実施し、山
形連携中枢都市圏の連携事業への位置付けについても検
討を行い、令和 2 年 11 月の山形連携中枢都市圏推進会
議において、独自方式で行う2 市を除く、8 市町で事業を
進めていくことを確認した。

　その後、事業内容の詳細に関する取り決めについて協議
を継続し、令和 3 年 2 月の山形連携中枢都市圏推進会議
において、正式に「山形広域炊飯施設建設事業」として連
携事業に位置付けられ、事業を進めていくこととなった。

　事業としては、圏域内における米の消費拡大、地産地消
の推進、地場産業の育成・持続、学校給食への安全・安心
かつ安定的な米飯の提供、少子化の影響による食数減への
対応等の課題解決を図るため、同じ課題を抱える山形連携
中枢都市圏の 8 市町による連携事業に位置付け、自立した
地域経済循環を創造するための基盤整備（地域資源活用事
業）として、新たな炊飯システムを導入して広域に対応した
炊飯施設を建設し、各市町からの依頼を受け学校・医療機
関・福祉施設・保育施設等へ米飯を提供する公益のための
炊飯事業の推進を行うとともに、産業の振興を図ることを
目的として炊飯施設の整備を行うこととした。
　その上で、令和 3 年 12 月に、目的達成のために必要と
なる連絡調整及び費用負担の方法等について、「山形広域
炊飯施設の建設及び維持管理並びにこれらに係る費用負担
に関する協定書」を 8 市町で締結し、相互に連携及び協力
して実施することを確認した。

【協定内容】　
　・施設の建設及び大規模な改修等に関すること
　・施設の維持管理に関すること
　・建設及び維持管理に係る負担金に関すること
　・上記事項に付随する事項



14教育委員会月報　2022年6月　 Series  地方発！我が教育委員会の取組　

（2）新たな提供の仕組み
　学校給食用米飯の提供においては、8 市町が山形県学
校給食会から単価契約で購入する従来と変わらない仕組み
を維持することとし、これまで圏域内の炊飯を担っていた
炊飯工場の民間炊飯事業者 5 者が設立した山形炊飯協同
組合が炊飯業務を炊飯施設において行うものとした。

　あわせて、施設の維持管理業務についても、実際に炊飯
施設において炊飯業務を行うこととなる山形炊飯協同組合
に委託するものとし、8 市町と山形県学校給食会及び山形
炊飯協同組合が連携し、米飯を提供する仕組みを構築した。
　これにより、従来の仕組みを維持しつつも、8 市町が負
担する施設建設等に係る費用を山形県学校給食会からの購
入単価に反映させることにより、各市町の負担軽減を図る
ことが可能となった。
　また、公益のための炊飯事業を行っていない時間及び期
間を利用し、炊飯業務受託者による独自の収益のための炊
飯事業を炊飯施設において行うことを認め、自立できる仕
組みとし、少子化により学校給食の食数が減少していく状
況においても、事業者が継続して事業が行える環境を確保
するとともに、その使用料を施設整備費の償還財源として
充当することとした。

3．山形広域炊飯施設の概要

□　事業名称　山形広域炊飯施設建設事業
□　事業期間　令和 2 年 7 月から令和 4 年 3 月
□　連携市町　8 市町
　　　山形市・寒河江市・上山市・村山市
　　　山辺町・中山町・河北町・大石田町

□　施設名称　山形広域炊飯施設
□　敷地面積　4,454.72㎡
□　建築面積　1,241.22㎡
□　建物構造　鉄骨造　平屋建て
□　延床面積　1,218.05㎡
□　提供食数　常時 2 万食（最大 3 万食）想定
□　炊飯能力　7,000 食／時間
　　　　　　 （3,500 食／時間×2 ライン）
□　調理場方式　ドライシステム方式
□　工事期間　令和 3 年 5 月 7 日～令和 4 年 3 月 1 日

□　建 設 費　　　 1,034,891 千円
    　建築工事　　　  324,291 千円
　　　電気設備工事　142,120 千円
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　　　機械設備工事　269,280 千円
　　　炊飯設備工事　299,200 千円

（CG 図）全自動炊飯システム・施設全体図

おわりに

　炊飯事業者の設備の老朽化に伴う異物の混入や、少子
化等に伴う食数減への対応などの長年の課題の解決を図る
ため、8 市町による取組により、山形連携中枢都市圏の連
携事業として、共同での施設整備を行うことができた。
　今後は、安全・安心でおいしい米飯を児童生徒に届ける
とともに、施設を有効的に活用し、少子化に対応した独自
事業を推進することにより、米の消費拡大、地産地消、地
場産業の育成・持続が図られるものと期待している。
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はじめに

　岡崎市は、学校数 67 校、児童生徒数約 3 万 3 千人の
愛知県三河地域にある中核市です。本市では、令和 2 年
8 月から段階的に GIGA スクール整備を進め、およそ 2
年が経過して日常的な活用が定着しています。令和 3 年
度からは、5 か年の「岡崎市学校教育等推進計画」に基づ
き、三つの育みたい力「自立」「共生」「創造」を中心に据
え、GIGA スクール環境を最大限に活用した新たな教育を
展開しています。

１．学びの保障のためのオンライン授業

（1）分散登校時のハイブリッド授業
　令和 3 年 9 月当初、新型コロナウイルス感染防止対策
により1/2 の分散登校を行った際に、ほとんどの学校で対
面とオンラインを組み合わせたハイブリッド授業を実施しま
した。2 週間のうちに、各学級で徐々に創意工夫が加えら
れ、自宅と教室の児童生徒同士で関わりがもてるように参
加型・交流型にするなど、オンラインの特性に合わせて様々
なスタイルの授業が行われるようになりました。多くの教
員がオンライン授業の経験やスキルを積むことができたこ

とは、その後の多様な学びの保障を準備することとなり、
本市の教育にとって大きな財産となりました。

（2) 学びの多様性を保障するオンライン授業
　新型コロナ対策とは別に、教室の枠を越えた多様な学び
をオンラインで常時行えるように、映像配信用タブレット端
末を整備するなどの環境整備を進めてきました。教室と校
内フリースクールやハートピア（適応指導施設）、自宅等と
の間を結んで、教室に入ることに困難を抱えている子供が、
好きなときに授業にリモート参加できるようになっています。

　本市では、令和 2 年度より中学校に校内フリースクール
（Ｆ組）を開設し、最終的に全中学校に設置予定です。Ｆ組
でもオンライン授業が日常的に行われています。安心でき

オンラインで開く
新たな教育の扉

～ SINET 活用実証研究事業での取組を中心に～

愛知県岡崎市教育委員会地方発！我が教育委員会の取組Series
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る学習環境の中で、在籍学級の授業をライブ映像で受けた
り、プログラミング等の興味関心のある活動に取り組んだ
りして、仲間と関わりながら、自ら学習計画を立て、主体
的に学んでいます。

２．SINET 活用実証研究事業への参加

（1）参加の経緯
　SINET とは、国立情報学研究所が運営する学術情報ネッ
トワークで、国内外の大学や研究機関を結ぶ高速大容量の
通信インフラです。令和3年度に文部科学省主催の「SINET
活用実証研究事業」に参加した目的としては、SINET に接
続することにより、①持続可能な GIGA スクールの基盤を
整えること、②探究的な学習の機会を拡充すること、③学
びの保障のためのオンライン環境を確立することの 3 点が
挙げられます。
　本市では、センター集約型のイントラネットを整備してお
り、市内全校で先述のようなオンライン授業を滞りなく行
うには、外部回線の強靭化が必須条件でした。そのため、
強靭化の方途として、SINET 接続の有効性や技術面での
検証が必要であると判断し、応募をしました。

（2）オンライン・サイエンスセミナーの企画
　本事業では、実践検証として、市内にある自然科学研
究機構との連携による「オンライン・サイエンスセミナー」
を企画しました。同じ SINET に接続している自然科学研究
機構と結び、最先端の科学に触れることで、子供たちの科
学への探究心を育むことを目的としています。一流の研究
者から科学の不思議や探究することの楽しさを教わり、未
来への夢や希望を膨らませる機会としたいと考えました。

（3) 参加型・双方向型の工夫

　本セミナーでは、高速大容量の SINET の利点を生かし、
クイズや質問等のコミュニケーションを取り入れた大規模
同時開催という運営方法としました。学びのスタイルは、
参加型・双方向型とするために、Teams による映像の視
聴だけではなく、Forms による質問や Mentimeter（無
償アンケートサービス）によるクイズの回答などを組み合
わせて学ぶことにしました。

（4）各回のテーマ



18教育委員会月報　2022年6月　 Series  地方発！我が教育委員会の取組　

　令和 3 年 11 月から 2 月にかけて、4 回のセミナーを実
施し、のべ約 18,000 名の児童生徒が参加しました。各回
の学びの様子を紹介します。
　第 1 回は、基礎生物学研究所の所長で、再生生物研究
の権威である阿形清和博士に御講演いただき、プラナリ
アの不思議や再生医療への展望に迫りました。第 2 回は、
生理学研究所の北城圭一教授から人間の脳の働き（同期
現象）について興味深く教えていただきました。

　第 3 回は、地球外生命の研究に取り組んでいる国立天
文台・アストロバイオロジーセンターと電波望遠鏡のある
野辺山天文台の 2 拠点をつないで、「宇宙に生命はある
か」という謎に迫りました。電波望遠鏡のライブ中継では、
画面越しでも大きさが伝わってきました。第 4 回はノーベ
ル化学賞を受賞された吉野彰博士によるオンライン科学講
演会で、リチウムイオン電池の開発のいきさつやノーベル
賞受賞についての思いについてお聴きしました。映像上で
ノーベル賞のメダルを見せていただいたときには、子供た
ちから大きな歓声が上がりました。

（4）児童生徒の学びの様子

　各回とも、遠隔地間の円滑な通信によってリアリティの
ある交流ができました。例えば質問コーナーでは、ある学
級での質疑応答の様子を他校でも共有するなど、市内全
体で学び合うような一体感のある学習の場になりました。
　いずれの回も授業後のアンケート結果では、90％の児
童生徒が「オンラインでも実感のある学びができた」と回
答していたり、セミナーの前後で「科学に興味がある」と
いう肯定的な回答が 56％から 91％へと大幅に増えたりと、
充実した学びを実現できたことが分かります。
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　参加型の運営という面では、Mentimeter が効果を発
揮しました。最大で 8,000 名が同時に書き込みをしました
が、問題なく対応できました。講師の先生も、子供たちの
意識をリアルタイムに把握でき、大変興味深く受け止めて
いました。

（5) 実施後の評価
　今回の実践検証では、「科学の不思議や魅力が児童生徒
たちに実感を伴って伝わり、興味関心が高まったり、理解
が深まったりしたか」という教育効果を指標として、SINET
経由での学びのリアリティや有効性を確認しました。その
点では、オンラインでの学びに十分に手ごたえを得ること
ができました。ポイントとしては、コンテンツの工夫や参加
型・双方向型の開催方法など、オンラインならではの強み
を生かすことだと言えます。また、学校を越えた大規模開
催が可能という点では、従来にはない新たな教育活動とし
ての可能性を秘めていると感じました。

　ネットワークの検証という点では、例えば第 3 回の学校
数約 60、学級数約 250 という最大の規模でも、大きなト
ラブルもなく実施できました。課題としては、市内イントラ
ネット側にボトルネックや設定上の問題が見つかり、最大限
のパフォーマンスが発揮されていなかった点がありました
が、各種ネットワーク機器のチューニングを最適化していく
ことにより、解決することができました。



20教育委員会月報　2022年6月　 Series  地方発！我が教育委員会の取組　

3．令和 4 年度以降の取組

（1) 愛知教育大学との連携
　令和 4 年度以降も SINET を活用した教育活動を進め
ることを見据えて、愛知教育大学と連携協定書を締結し
たうえで、共同研究を行うことにしました。連携協定書に
SINET の活用に関する項目を設け、両者の強みを引き出
す活動を推進していく予定です。例えば、オンラインやオ
ンデマンドによる教員研修は、時間と場所に縛られることな
く実施できるので、働き方改革にも対応した持続可能な連
携が可能です。また、教員養成の面でも、教育実習、学
生支援員、出前授業、オンライン相談など、協働的な取
組ができるのではないかと考えています。

（2)「未来型教育推進事業」の立ち上げ
　令和 3 年度のサイエンスセミナーの実績を踏まえ、4 年
度以降もオンラインを活用した教育活動を継続していくた
めに予算措置をし、「未来型教育推進事業」を立ち上げま
した。オンラインや ICT を活用して、SDGs や STEAM、
プログラミング等の未来につながる教育活動を促進し、特
色ある学校づくりを推進する新規事業です。現在、市内
全小中学校のうち希望する学校・学級が参加できる大規
模開催のオンライン授業を企画しています。サイエンス
分野だけでなく、世界遺産の中継のようなグローバル分
野やプロフェッショナルに学ぶキャリア教育の分野など、
新たな枠組みにも挑戦する予定です。このように、学校
間交流や海外交流、オンライン職場体験、オンライン社
会見学など、SINET が学びの可能性を広げ、子供たちに
とって社会や海外への「学びの窓口」になることを期待し
ています。

(3) デジタル教科書や CBT への対応
　令和 4 年度、本市では国の補助事業を受け、小中学校
で英語の学習者用デジタル教科書を使用します。デジタ
ル教科書はクラウド経由で利用することになるので、ネット
ワーク通信に負荷がかかります。１人１台の端末で各自が
デジタル教科書を閲覧することになるため、相応のデータ
通信が発生すると見込んでいますが、SINET であれば十
分に負荷に耐えられるキャパシティを有していることから、
市内全校で円滑に実施できるものと考えています。
　また、オンラインによるテスト、いわゆる CBT の実施
についても、市内の児童生徒が一斉にオンラインで取り組
むことになるため、ゆとりのある通信環境が求められます。
この点でも SINET は安定的な実施に寄与するものと考え
ており、本市としては、データ量が増大していく今後の利
用環境にも対応できる準備が整っていると考えています。

おわりに

　令和 2 年度に始まった GIGA スクールでの学びは、令
和 3 年度の SINET を軸とするオンライン環境の拡充によっ
てさらに進化しました。令和 4 年度以降は、ICT 活用を一
層加速させ、誰一人取り残さない個別最適な学びの実現
を目指していきます。
　特に、一人一人が多様な特性をもつ児童生徒に対し、「学
びの多様性」を保障することは、現在の学校教育において
強く求められているところです。本市の特長の一つである
校内フリースクール（Ｆ組）で、オンラインや ICT を活用し、
豊かな学びを保障することをはじめとして、全ての児童生
徒が希望をもって学び続け、自己実現できる教育を実践し
ていきたいと考えています。 
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１ はじめに

　学校における働き方改革には、何か一つをやれば解決す
るという特効薬があるわけではないため、小さな取組を積
み重ねることが必要です。そうした取組の一つとして令和３
年３月に公表した「全国の学校における働き方改革事例集」
では、どの学校でも取り組みやすく手の届きやすい事例を
多数紹介させていただきました。この事例集は既に全国の
多くの学校現場で活用いただいており、取り組みやすさだ
けではなく、「グループウェア活用についての具体的な紹
介が分かりやすい」、「ページ内の移動がしやすくて便利」

といった先生方の声もいただいています。
　一方で、そうした声の中には「それぞれの事例の裏で、
どのような背景があり、どのように課題を乗り越えたか、
といったプロセスが見えるとより参考にしやすい」というも
のもありました。そのため、今回の改訂版では、GIGA ス
クール構想の進展に伴い重要性が増している「ICT を活用
した校務効率化」や、働き方改革に大きく資する「教員業
務支援員の有効活用」に焦点を当てた特集（Part１）を組み、
ドキュメンタリー映像という形でも見える化しています。よ
り多くの皆様に手に取っていただき、活用いただけるよう、
こうした特集以外にも、トピック的に重要性が増している事
例の追加や全体的なデザイン・レイアウト変更も含めて改

改訂版
全国の学校における
働き方改革事例集

文部科学省 初等中等教育局 財務課学校における働き方改革Series
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訂を行いました。是非関心の高い部分からご覧いただき、
学校現場での働き方改革の推進にご活用ください。
また、この事例集を活用いただくにあたり、紹介している
取組例の中には、見直しすることに賛否両論があるものも
含まれるかもしれません。これまで学校で積み重ねてきた
教育活動は、必ず何かしらの教育的意義があって実施して
きたことばかりであり、その活動自体が否定されるもので
はありません。しかし、人・モノ・カネ・時間という限りあ
るリソースを有効活用するためには、業務に優先順位をつ
けて精選を進めていく必要があります。取組例が全ての学
校にフィットするわけではありませんが、各学校や地域の実
情を踏まえながら、働き方改革推進のための参考にしてい
ただきたいと考えています。

　なお、働き方改革の推進は、今般の新型コロナウイルス
感染症対策下においても、急務であることに変わりはあり
ません。
　紹介している取組例には、感染症対応の結果として見直
された内容も含まれていますが、学校にとって、先生にとっ
て、子供たちにとって何が大事かという観点から、これま

で積み重ねてきた業務の在り方や教育活動の見直しを図っ
た経験は大いに参考にできることです。
積み重ねてきた業務について、子供たちにとって必要かど
うか、また、見直しが適切かどうかを考慮しながら、より
効果的・効率的な在り方を見つける際に、事例集が一助と
なることを願っています。

2 事例集の見方

　この事例集は、Part１から Part３までの 3 部構成となっ
ています。目次の取組内容をクリックすることで、目的の
ページに移動することが可能であり、関心の高い部分から
読みやすい構成となっています。

　（１）　Part１は「学校レポート わたしたちの働き方改
革」と題し、ICT を活用した校務効率化に取り組んだ福岡
県久留米市立篠山小学校と岐阜県岐阜市立岐阜中央中学
校、教員業務支援員が活躍している千葉県千葉市立加曽
利中学校の計 3 校に焦点を当てた特集を組んでいます。
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各校の取組を撮影したドキュメンタリー映像を文部科学省
YouTube チャンネルからご覧いただけます。どの映像も
5 分以内の見やすい動画となっていますので、是非ご覧く
ださい。

（２）　Part２は「実例で知る業務改善の具体的方法」と題し、
どの学校でも実現できそうな取組を含む約 150 の事例を
削減時間目安とともに紹介しています。また、約 60 の好
事例提供校にインタビューを実施して聞き取った取組の効
果や課題・対応策についても紹介しています。今回の改訂
に伴い、トピック的に重要性が増している事例の追加や全
体的なデザイン・レイアウト変更も実施しています。

（３）　Part３では、「明日からできるグループウェア活用法」
と題し、ICT 環境を活用した校務効率化の方法をレベル別
に詳細に紹介しています。グループウェアを活用した業務
改善ノウハウをまとめ、学校現場においてすぐに活用可能
な小テストや欠席・遅刻連絡フォームなどの雛形をクラウド
上で提供するとともに、グループウェア活用についてよく
ある疑問への回答をコラムとして掲載しています。
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3 働き方改革フォーラムの開催

　この改訂版事例集の中でも取り上げた ICT を活用した
校務効率化や、教師の負担軽減に資する教員業務支援員
の活用についてのドキュメンタリー映像を御紹介するととも
に、実際に学校現場で ICT を活用した校務効率化や教員
業務支援の活用に取り組んでおられる先生方にご登壇いた
だき、取組の効果や実感について語っていただいた、「学
校における働き方改革フォーラム」を開催しました。この
アーカイブ動画を文部科学省のホームページに掲載してい
ますので、御参考にしてください。

（https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/
uneishien/detail/1422164_00001.htm）

4 おわりに

　この事例集は、学校現場で大いに活用して頂くために
作成したものです。それぞれの事例を参考にして頂きなが

ら、各学校の状況に応じて、働き方改革の取組を一層進め
て頂きますようお願いいたします。学校現場の先生方や教
育委員会の職員の皆様にとって、これからの取組につなが
る有意義な機会になるものと考えていますので、是非ご覧
ください。なお、この他に、令和元年度にも、「学校の働
き方改革の取組事例集」（https://www.mext.go.jp/a_
menu/shotou/hatarakikata/mext_00428.html）を
発行しています。

（改訂版　全国の学校における働き方改革事例集ＱＲコード）

https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/uneishien/detail/1422164_00001.htm
https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/uneishien/detail/1422164_00001.htm
https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/hatarakikata/mext_00428.html
https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/hatarakikata/mext_00428.html
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山形県

髙
たか

橋
はし

　広
こう

樹
き

　「子どもが主体的に学びに向かうためには『学びの動機付け』が大切であり、そ
のキーワードは『感動』や『驚き』である。具体的には、外国はじめ、多様な文化・
考えに接する『交流』を進めることが重要。」と、未来を担う子どもたちの学び
に向けた思いを語る。
　「ＩＣＴを効果的に使えば、個々の学力に応じた学びやさまざまな『交流』が
できる。研修やフォーラムを通して先進事例を普及し、教育現場におけるＩＣＴ
の可能性を発揮させたい。」と意欲を示す。
　昭和５６年、山形県に入庁。企画調整課長、人事課長、総務部次長、企画振興
部長などを経て退職。平成２９年より企業管理者を務め、本年４月に教育長に就
任。64歳。

（山形県教育庁教育政策課長　庄司　雅人）

福島県

大
おお

沼
ぬま

　博
ひろ

文
ふみ

　「一方通行の画一的な授業から、個別最適化された学び、協働的な学び、探究
的な学びへと変革していく『学びの変革』と、教職員の働き方改革など『学校の
在り方の変革』を進める」と抱負を語る。
　また、復興・創生に向けて、本県の未来を創造していく上での最重要施策は教
育であるとし、「福島の良さをいかした『福島ならではの教育』を進め、誰一人
取り残さない、一人一人が主役となる教育の実現に取り組む」と意欲を示す。
　昭和 56年に福島県立高等学校教諭となり、県立勿来高等学校長、県教育庁高
校教育課長、県教育庁理事兼教育次長、公益財団法人県文化振興財団理事長など
を経て、本年４月に教育長に就任。63歳。

（福島県教育庁教育総務課長　堀家　健一）

茨城県

森
もり

作
さく

　宜
よし

民
たみ

　「教育は、子どもたちはもとより、人々がより良い社会を構築していくうえで
重要な機能を持つ。特に、予測困難な時代を生きる子どもたちが一人ひとりの夢
や希望を叶えることができるように教育環境を整え、最適な学びを提供すること
が教育に携わる者の責務」と決意を述べる。
　その実現のためには、「まず目的を明確にして共有することが大切であり、個々
の施策は目的達成のための手段」と話す。
　そして、目的達成のため、「我々教育に携わる者すべてが誇りと責任感をしっ
かりと持ち、各々の施策が最適な取り組みとなるように常に見直しを行いながら、
教育改革を全力で進める」と熱く語る。
　昭和 58年、茨城県公立中学校教員として採用。ニューデリー日本人学校、神
栖市立波崎第一中学校長、学校教育部義務教育課長、学校教育部長、教育庁教育
改革推進監などを歴任し、本年 4月に教育長に就任。61歳。

（茨城県教育庁総務企画部総務課長　木内　規雄）

教育長紹介
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栃木県

阿
あ

久
く

澤
さわ

　真
しん

理
り

　「命の大切さを第一に考える教育を基盤に、栃木の子どもたちが自らの可能性を
信じ、様々な困難を乗り越えながらたくましく育ち、豊かな人生を切り拓くこと
ができるよう、市町教育委員会と連携しながら全力で取り組んでいきたい。」と
意欲を語る。
　信条は、変化への柔軟な対応。「変化を前向きに捉えて転機とする。挑戦する
気持ちも重要だ。」と強い信念を抱く。
　昭和 59 年に栃木県庁に入庁。こども政策課長、経営管理部次長兼人事課長、
総合政策部長などを歴任し、本年４月に教育長に就任。60歳。

（栃木県教育委員会事務局総務課長　大森　豊）

東京都

浜
はま

　佳
か

葉
よ

子
こ

　「子供たちにとって何が最適かという視点が重要。職員一体となり知恵を出し
あっていきたい」と意欲を示す。「都は、本年４月に新たに設置した「子供政策
連携室」を中心に、子供に関わる複合的な課題に対応し、教育や福祉の枠組みに
捉われない幅広い視点で先進的な事業を展開していく。いじめ、ヤングケアラー
といった子供たちを取り巻く様々な課題が顕在化しているが、社会全体で子供を
育てていく気運が高まっており、教育委員会が果たすべき役割は大きい」と抱負
を語る。
　昭和 60年に入都。福祉保健局少子社会対策部長、港湾局総務部長、生活文化
局長、水道局長などを経て、本年４月に教育長に就任。59歳。

（東京都教育庁総務部教育政策課長　軽部　智之）

神奈川県

花
はな

田
だ

　忠
ただ

雄
お

　「コロナ禍においても、全ての子どもたちに学びを保障し、生き生きと活動で
きる教育環境の整備に向けて、県及び市町村教育委員会が一丸となって取り組み
たい」と抱負を語る。
　そのため、「インクルーシブ教育のさらなる推進や、県立高校改革の取組、さ
らには、教員の働き方改革に向けた施策にしっかりと取り組んでいきたい」と意
欲を示す。
　昭和 60年に神奈川県に入庁。教育環境整備担当部長、くらし安全防災局長な
どを歴任し、本年４月に教育長に就任。59歳。

（神奈川県教育委員会教育局総務室長　市川　秀樹）
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新潟県

佐
さ

野
の

　哲
てつ

郎
ろう

　「本県教育の基本理念である『一人一人を伸ばす教育』の実現に向け、児童・生
徒が、将来に夢や希望を持って挑戦を続け、未来を切り拓いていける教育環境を
整えていきたい。」と抱負を語る。
　また、「学校が安心・安全な学びの場であり続けられるよう、いじめ・自殺防
止対策や、子ども・家庭の状況に応じたきめ細やかな支援に努めるとともに、Ｉ
ＣＴも活用した、多様な学びの場の創出、さらには、学校・地域・家庭が相互に
連携し、子どもが成長できる環境づくりにも取り組んでいきたい。」と意欲を示す。
　昭和 61年新潟県庁に入庁。知事政策局行政改革推進室長、政策監兼政策課長、
総括政策監、観光局長、産業労働部長などを経て、本年４月に教育長に就任。60歳。

（新潟県教育庁総務課長　吉澤　隆）

石川県

北
きた

野
の

　喜
よし

樹
き

　「多様化・複雑化する社会をたくましく生き抜く人材を育てるため、石川の教
育の更なる発展を目指したい。」と抱負を語る。
　そのために、「県と市町が教育現場における諸課題を共有しながら、ふるさと石
川に誇りと愛着を持ち石川の未来を拓くための、教育による人づくりに向け、具
体の取り組みをしっかりと進めていきたい。」と意欲を示す。
　昭和 59 年石川県庁に入庁。行政経営課長、財政課長、企画振興部次長、健康
福祉部次長、健康福祉部長等を経て、本年４月に教育長に就任。62歳。

（石川県教育委員会事務局庶務課長　太田　大樹）

山梨県

手
て

島
しま

  俊
とし

樹
き

　「子どもたちが自分の可能性に気づき、自己肯定感や志、挑戦する姿勢を持て
るよう、教育の充実に努めていきたい」と抱負を語る。
　また、「本年度の入学生から高等学校等の新学習指導要領が年次進行で実施さ
れる。個別に最適な学びと協働的な学びという、二つの両輪をバランス良く回し
ていけるような教育活動の実現に努めたい」と意欲を示す。
　昭和 59年に山梨県立高等学校教員として採用され、高校教育課長、県立甲府
西高等学校長、教育監などを歴任し、本年４月に教育長に就任。60歳。

（山梨県教育委員会事務局総務課教育企画室長　望月　勝一）
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静岡県

池
いけ

上
がみ

　重
しげ

弘
ひろ

　これまで大学教員として長く教育・研究に携わった経験から、「教育の本質は、
何かを教え込むことではなく、人間の持つ可能性の開花をサポートすることであ
る」と信念を語る。
　また、静岡県が進める「有徳の人」づくりに向けて、「この地に暮らす誰もが
人生の夢を実現し、幸せを実感するための基盤づくりが重要であり、そのために、
全県を挙げて『誰一人取り残さない教育の実現』に取り組みたい」と意欲を示す。
　平成３年に北海道大学助手として採用。平成８年より静岡県立大学短期大学部
専任講師、静岡文化芸術大学教授、同大学副学長などを歴任し、本年４月に教育
長に就任。59歳。

（静岡県教育委員会教育総務課長　井出　好彦）

愛知県

飯
いい

田
だ

　靖
やすし

　「新入試制度の実施、県立高等学校の魅力化・特色化、中高一貫教育制度の導
入の可能性の検討、特別支援教育の充実、ＩＣＴを活用した教育、学校における
働き方改革などの様々な課題に全力で取り組んでいきたい。」と抱負を語る。
　また、「県が、これら教育施策に全力を傾注することはもちろんであるが、社
会全体で子供たちを育んでいくことが何よりも重要ではないかと考えている。教
育長として、子供たちの未来のために精一杯努力していきたい。」と意欲を示す。
　昭和 60年に愛知県職員となり、スポーツ局長、企業庁長などを歴任し、本年
４月に教育長に就任。60歳。

（愛知県教育委員会教育企画室長　大谷　健二）

兵庫県

藤
ふじ

原
わら

　俊
しゅん

平
ぺい

　「変化の激しい予測困難な時代を迎える中、社会の変化に柔軟に対応し、未来
への道を切り拓く力を育成する兵庫らしい教育を進めていく。今年度は小中学校
での兵庫型学習システムの推進とともに、高等学校及び特別支援学校の教育改革
など、将来にわたる教育課題に取り組むスタートの年となる。『兵庫、日本の未
来を担う人づくり』という重責を果たすため、学びたいことが学べる学校、多様
な教育的ニーズを踏まえ、一人ひとりの可能性を伸ばす学校づくりを目指し、全
力で取り組んでいきたい。」と意欲を示す。
　昭和 62年兵庫県庁に入庁。企画県民部企画財政局長、知事公室長、防災監等
を歴任し、本年４月に教育長に就任。59歳。

（兵庫県教育委員会事務局参事兼総務課長　吉田　克也）
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高知県

長
なが

岡
おか

　幹
もと

泰
やす

　「教員経験を生かし、これまで以上に学校や市町村教育委員会と子どもたちを
中心に置いた対話を進めるとともに、家庭・地域・学校・関係機関との連携を強
化していきたい。」と抱負を語る。
　また、「これまでに進めてきた高知県教育振興基本計画の『チーム学校の推進』、
『厳しい環境にある子どもへの支援や子どもの多様性に応じた教育の充実』など
の方向性に沿った各施策の PDCAサイクルをしっかりと回しながら取組を確実
に進めていく。」と意欲を示す。
　昭和 58年４月に高知県公立学校教員に採用。県教育委員会事務局小中学校課
長、教育次長、高知大学教職大学院特任教授などを歴任。本年４月に教育長に就任。
65歳。

（高知県教育委員会事務局教育政策課長　鈴木　智哉）

長崎県

中
なか

﨑
ざき

　謙
けん

司
じ

　「子どもたちがふるさとの自然や歴史、文化や産業、人々の営み等について体
験的に学ぶことを通して、ふるさとへの誇りや愛情を育んでいくため、市町と連
携し、小中高一貫したふるさと教育をさらに推進したい」と意欲を示す。
　「巧遅は拙速に如かず」をモットーとし、「できることから行動を起こし、前向き
に改善を進めていく潮流をつくることが課題突破の原動力となる」と信念を語る。
　昭和 60年長崎県庁に入庁。対馬振興局長、文化観光国際部長を経て、本年４
月に教育長に就任。60歳。

（長崎県教育庁総務課長　桑宮　直彦）

熊本県

白
しら

石
いし

　伸
しん

一
いち

　「子どもたちの夢を育み、夢を実現させるために何ができるかを相手の立場に
寄り添って考え、組織の力を生かして全力で取り組む」と抱負を語る。
　「新型コロナウイルス禍の中での学びの保障、いじめや不登校対策などの課題
に十分に取り組むため、早急に教員不足に対応し、学校の働き方改革や教育の充
実を図る。また、地域の熱意をくみ取りながら地域の学校として高校の魅力化に
取り組む」と意欲を示す。
　昭和 60年熊本県庁に入庁。知事公室長、総務部長などを歴任し、本年４月に
教育長に就任。60歳。得意料理はスパイスカレー。

（熊本県教育庁教育政策課長　竹中　千尋）
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沖縄県

半
はん

嶺
みね

　満
みつる

　「施策や事業は子どもたちが育ってゆく姿が想像出来るものでなければならな
い」「子どもたちが自らの可能性を広げ、力強く生きぬく力を身につけさせたい。」
と思いを語る。
　新型コロナウイルスの影響による社会の変化を実感し、「学校の果たす役割が
再認識される一方、変化してゆく社会で生きていくために変えていかなければな
らないものもある」「「不易流行」を念頭に置いた教育を進めたい。」
　施策として「沖縄教育ＤＸ、キャリア教育、働き方改革に重点的に取り組んで
いく。」と意欲を語る。
　平成元年４月に沖縄県立高等学校教員に採用され、県立学校教育課長、県立具
志川高等学校校長、教育指導統括監などを歴任し、本年４月に教育長に就任。59歳。

（沖縄県教育庁総務課長　諸見　友重）

大阪市

多
た

田
だ

　勝
かつ

哉
や

　「すべての子どもたちが、家庭の経済状況などの様々な社会的背景にかかわら
ず、等しく良好な教育をしっかりと受けられる環境をつくり、次代の大阪、そし
て日本を担う人材の育成に向け取組を進めていきたい。」と抱負を語る。
　そのために、「安全・安心な教育の推進や未来を切り拓く学力・体力の向上、
学びを支える教育環境の充実を着実に進め、ＩＣＴ機器の活用や教員の育成を通
じた教育の質の向上、子どもたちの健全育成・豊かな心の育成に取り組みたい。」
と意欲を示す。
　昭和 58年大阪市役所に入庁。教育改革推進担当部長、総務部長、教育次長な
どを歴任し、本年４月に教育長に就任。57歳。

（大阪市教育委員会事務局総務部総務課長　村川　智和）

福岡市

石
いし

橋
ばし

　正
まさ

信
のぶ

　「児童生徒の個性に応じた学びを引き出し、一人ひとりの資質・能力を高めて
いくことが重要である」とし、「ICTを活用した授業の実践や 35人以下学級の本
格実施など、主体的・対話的で深い学びの実現に取り組んでいく。」と抱負を語る。
　また、「多様な教育的ニーズのある子どもたちに対して、学校教育の多様性と
包摂性を高めるとともに、特別支援教育の推進や夜間中学の運営、いじめ・不登
校等の未然防止・早期対応、教育相談・支援体制の充実などの取組みを強化して
いきたい。」と意欲を示す。　
　昭和 61年に福岡市役所に入庁、こども未来局長、住宅都市局長、教育次長等
を歴任し、本年４月に教育長に就任。61歳。

（福岡市教育委員会総務部総務課長　早川　美由紀）
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家族

　「この研修で家族の大切さを再認識することになりますよ。」
　知り合いにこう言われたことを痛感しています。
　私は昨年度まで小学校で事務職員として働いていました。のどかなところで児童と
冗談を言い合ったり、時には授業を見に行ったり、もちろん事務職員の業務もこなし、
充実した８年間だったと思っています。
　プライベートでは２年ほど前に第１子に恵まれ、念願のマイホームも購入し（地獄
の 35 年ローンですが・・・）プライベートも充実していました。
　元々東京への憧れはありました。３月下旬、文部科学省への派遣が決まった時は、
誰しもが行けるところではないので非常に光栄な気持ちでした。また、単身赴任では
ありますが東京で生活できる、とワクワクもしていました。
　文部科学省で勉強させていただいているのですが、皆様の仕事の正確さ、スピー
ド感に日々圧倒されています。また、私と違って頭の回転の速さにも驚くばかりです。
小学校の事務職員としてそれなりに仕事をこなせていたので多少なり何とかなるかな
と思っていた自分の考えが甘かったと日々感じています。係長をはじめ課の皆様のサ
ポートがあり何とかしがみついていけている現状です。早くもっと仕事ができるように
レベルアップをしなければ・・と思っています。
　仕事で疲れた時これまでは「ただいま」と言えば「お帰り」と返してくれていた家
族がいました。今は帰ったら当然誰もいなくて真っ暗な部屋に「ただいま」と言うこと
もなく、子どもと一緒にお風呂に入ることもなく、家事をして眠る毎日です。
休みの日は憧れだった東京の街を歩き、すごいなぁ、都会だなぁと感心していました。
しかし、当初、大きくて高いビルを目で追っていたのですが、最近はすれ違う小さな
子どもや家族連れを目で追うようになりました。
　また、妻にも礼を言っても言い尽くせないです。１歳半の子どもを一人で世話をして、
今年度、育休から復帰して仕事もこなしています。大変になるにも関わらず、反対も
せず、文句も言わずに賛成してくれてこの度の研修並びに単身赴任に協力してくれて
いるので感謝しかありません。
　GW は２日も６日もお休みをいただけたので存分に家族と過ごすことができました。
子どもはまだ何とか父親の顔を覚えてくれていました。忘れられないように仕事の日程
等が許せば度々帰って家族に会いたいと思います。

（T.N）

ひ と り ご と



あとがき
■　特集は、令和４年５月１１日に成立いたしました、「教育公務員特例法及
び教育職員免許法の一部を改正する法律について」を掲載しております。
■　調査・統計資料として「在外教育施設に派遣された教師に係る派遣効
果に関する調査・分析」を掲載しております。
■　シリーズ「地方発！我が教育委員会の取組」では、佐賀県、山形県山
形市、愛知県岡崎市の各教育委員会から、取組のご紹介をいただきました。
特色ある取組をご覧ください。
■　シリーズ「学校における働き方改革」では、「改訂版 全国の学校にお
ける働き方改革事例集」について取りまとめられております。
■　教育長紹介では、今年度より各都道府県・指定都市において新規に就
任された教育長の皆様をご紹介しております。
■　６月は、梅雨どきで憂鬱に思われることも多い一方、紫陽花が咲いたり
夏至があったりなど、季節の変化も感じられる時期です。本誌をお読みくださ
る皆様のますますのご健康とご多幸を心よりお祈り申し上げます。
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